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          本号で公布された条例等のあらまし 
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 北九州市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

  令和元年５月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第４号 

北九州市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する 

規則 

 北九州市個人番号の利用に関する条例施行規則（平成２９年北九州市規則第

５０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「又は当該保護者」を「、当該保護者」に改め、「属する者」の次

に「又はこれらの者と生計を一にする子（他の者の控除対象配偶者又は扶養親

族とされている者を除く。）」を加える。 

 第４条第１号に次のように加える。 

  ウ 障害福祉サービスが提供される身体障害者、当該身体障害者と同一の

世帯に属する者又はこれらの者と生計を一にする子（他の者の控除対象

配偶者又は扶養親族とされている者を除く。）に係る市民税に関する情

報 

 第４条第２号に次のように加える。 

  ウ 入所等の措置に係る身体障害者、当該身体障害者と同一の世帯に属す

る者又はこれらの者と生計を一にする子（他の者の控除対象配偶者又は

扶養親族とされている者を除く。）に係る市民税に関する情報 

第５条中「関する情報」の次に「（番号利用法別表第二主務省令第１６条第

１号に掲げる情報を除く。）」を加える。 

第９条第１号に次のように加える。 

  ウ 障害福祉サービスが提供される知的障害者、当該知的障害者と同一の

世帯に属する者又はこれらの者と生計を一にする子（他の者の控除対象

配偶者又は扶養親族とされている者を除く。）に係る市民税に関する情

報 

第９条第２号に次のように加える。 

  ウ 入所等の措置に係る知的障害者、当該知的障害者と同一の世帯に属す

る者又はこれらの者と生計を一にする子（他の者の控除対象配偶者又は

扶養親族とされている者を除く。）に係る市民税に関する情報 

第１０条第１号ア中「若しくは扶養義務者」を「、当該者と生計を同じくす

る扶養義務者、児童扶養手当法施行令（昭和３６年政令第４０５号）第４条第

２項第３号に規定する所得割の納税義務者に該当する当該者（当該者が養育者
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である場合に限る。）若しくは当該扶養義務者と生計を同じくする子（他の者

の控除対象配偶者又は扶養親族とされている者を除く。）若しくは当該者の扶

養義務者でない所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する控除対象扶養

親族（１９歳未満の者に限る。）」に改める。 

 第１１条及び第１２条を削る。 

第１３条第１号中「若しくは扶養義務者」を「、扶養義務者、特別児童扶養

手当等の支給に関する法律施行令（昭和５０年政令第２０７号）第５条第２項

第３号に規定する所得割の納税義務者に該当する当該者若しくは当該扶養義務

者と生計を同じくする子若しくは扶養義務者でない所得税法に規定する控除対

象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）」に改め、同条第２号中「第４条」の

次に「（同令第１２条の３において読み替えて準用する場合を含む。）」を加

え、「若しくは扶養義務者」を「、扶養義務者、特別児童扶養手当等の支給に

関する法律施行令第５条第２項第３号に規定する所得割の納税義務者に該当す

る当該者若しくは当該扶養義務者と生計を同じくする子若しくは扶養義務者で

ない所得税法に規定する控除対象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）」に改

め、同条を第１１条とする。 

第１４条第１号中「若しくは扶養義務者」を「、扶養義務者、特別児童扶養

手当等の支給に関する法律施行令第８条第３項及び第１２条第４項において準

用する同令第５条第２項第３号に規定する所得割の納税義務者に該当する当該

者若しくは当該扶養義務者と生計を同じくする子若しくは扶養義務者でない所

得税法に規定する控除対象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）」に改め、同

条第２号中「同令」の次に「第１３条及び」を加え、「若しくは扶養義務者」

を「、扶養義務者、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令第８条第３

項及び第１２条第４項において準用する同令第５条第２項第３号に規定する所

得割の納税義務者に該当する当該者若しくは当該扶養義務者と生計を同じくす

る子若しくは扶養義務者でない所得税法に規定する控除対象扶養親族（１９歳

未満の者に限る。）」に改め、同条第３号中「若しくは扶養義務者」を「、扶

養義務者、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令の一部を改正する政

令（昭和６０年政令第３２３号）附則第４条において準用する特別児童扶養手

当等の支給に関する法律施行令第８条第３項において準用する同令第５条第２

項第３号に規定する所得割の納税義務者に該当する当該者若しくは当該扶養義

務者と生計を同じくする子若しくは扶養義務者でない所得税法に規定する控除

対象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）」に改め、同条を第１２条とし、第

１５条を第１３条とし、第１６条を第１４条とする。 

 第１７条第１号エ中「若しくは当該障害者」を「、当該障害者」に改め、「
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配偶者」の次に「若しくはこれらの者と生計を一にする子（他の者の控除対象

配偶者又は扶養親族とされている者を除く。）」を加え、「若しくは当該保護

者」を「、当該保護者」に改め、「属する者」の次に「若しくはこれらの者と

生計を一にする子（他の者の控除対象配偶者又は扶養親族とされている者を除

く。）」を加え、同条第２号イ中「若しくは当該障害者」を「、当該障害者」

に改め、「配偶者」の次に「若しくはこれらの者と生計を一にする子（他の者

の控除対象配偶者又は扶養親族とされている者を除く。）」を加え、「若しく

は当該保護者」を「、当該保護者」に改め、「属する者」の次に「若しくはこ

れらの者と生計を一にする子（他の者の控除対象配偶者又は扶養親族とされて

いる者を除く。）」を加え、同条を第１５条とし、第１８条を第１６条とし、

第１９条を第１７条とし、第２０条を第１８条とする。 

付 則 

この規則は、令和元年６月１日から施行する。 

5



 北九州市個人番号の利用に関する条例別表第２の規則で定める事務及び情報

を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年５月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第５号 

北九州市個人番号の利用に関する条例別表第２の規則で定める事 

務及び情報を定める規則の一部を改正する規則 

 北九州市個人番号の利用に関する条例別表第２の規則で定める事務及び情報

を定める規則（平成２７年北九州市規則第５５号）の一部を次のように改正す

る。 

 第８条第１号中「次に掲げる情報」を「当該障害福祉サービスが提供される

身体障害者又は当該身体障害者と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護

関係情報」に改め、同号ア及びイを削り、同条第２号中「次に掲げる情報」を

「当該措置に係る身体障害者又は当該身体障害者と同一の世帯に属する者に係

る外国人生活保護関係情報」に改め、同号ア及びイを削り、同条第３号中「次

に掲げる情報」を「当該費用の徴収に係る身体障害者又は当該身体障害者と同

一の世帯に属する者に係る外国人生活保護関係情報」に改め、同号ア及びイを

削る。 

 第１６条第１号中「次に掲げる情報」を「当該障害福祉サービスが提供され

る知的障害者又は当該知的障害者と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保

護関係情報」に改め、同号ア及びイを削り、同条第２号中「次に掲げる情報」

を「当該措置に係る知的障害者又は当該知的障害者と同一の世帯に属する者に

係る外国人生活保護関係情報」に改め、同号ア及びイを削り、同条第３号中「

事務」を「事務 当該費用の徴収に係る知的障害者又は当該知的障害者と同一

の世帯に属する者に係る外国人生活保護関係情報」に改め、同号ア及びイを削

る。

付 則 

この規則は、令和元年６月１日から施行する。 
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北九州市公告第６７号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  令和元年６月４日 

北九州市長 北 橋 健 治   

開発区域に含まれる地域の名称 開発行為者 

北九州市八幡西区本城四丁目２２２

２番１のうち、２２２６番１のうち

、２２２７番１から２２２７番６ま

で、２２２８番１から２２２８番６

まで、２２２９番１から２２２９番

５まで、２２３０番１から２２３０

番３まで、２２３６番、２２３８番

、２２３９番、２２４０番７、２２

４０番９から２２４０番１１まで、

２２４２番１から２２４２番３まで

、大字本城２２２５番２のうち及び

御開一丁目２２２７番３から２２２

７番５まで 

福岡市南区高木三丁目４番５号 

合同会社ＧＭＴ 

代表社員 的場壽和 

北九州市八幡東区荒手一丁目１３

番１１号 

株式会社ＨＡＴＡＮＯ 

代表取締役 波多野 勲 

福岡県遠賀郡芦屋町大字芦屋９７

９番地 

安高博文 

北九州市小倉南区上石田二丁目６２

１番１のうち及び６２３番１のうち 

北九州市小倉南区上石田二丁目４

番４０号 

株式会社サンビル 

代表取締役 小森潤一郎 
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北九州市公告第６８号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、落札者を決定した

ので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年

北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告する。 

  令和元年６月４日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 物品等の名称及び予定数量 

  白灯油（６月分） ３１キロリットル 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市技術監理局契約部契約課 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

３ 落札者を決定した日 

  令和元年５月２４日 

４ 落札者の名称及び住所 

  ニチユ産業株式会社 

  北九州市若松区藤ノ木二丁目６番３６号 

５ 落札金額 

  １キロリットル当たりの金額６万８，８００円に当該金額の１００分の８ 

 に相当する金額を加算した金額 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 一般競争入札の公告をした日 

  平成３１年４月１７日 

８ 落札方式 

  最低価格による。 
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北九州市公告第６９号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、落札者を決定した

ので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年

北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告する。 

  令和元年６月４日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 物品等の名称及び予定数量 

  軽油（軽油引取税免税・６月分） ３万４，６００リットル 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市技術監理局契約部契約課 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

３ 落札者を決定した日 

  令和元年５月２４日 

４ 落札者の名称及び住所 

  ニチユ産業株式会社 

  北九州市若松区藤ノ木二丁目６番３６号 

５ 落札金額 

  １リットル当たりの金額１０４円５０銭に当該金額の１００分の８に相当 

する金額を加算した金額 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 一般競争入札の公告をした日 

  平成３１年４月１７日 

８ 落札方式 

  最低価格による。 
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北九州市公営競技局告示第１号 

 モーターボート競走法（昭和２６年法律第２４２号）第３条及び北九州市モ

ーターボート競走実施条例（昭和３９年北九州市条例第６２号）第５条第１項

の規定により、同法第３条第２号に掲げる事務を次のとおり委託した。 

  令和元年６月４日 

               北九州市公営競技局長 上 野 孝 司   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

日本トーター株式会社 東京都港区港南二丁

目１６番１号 

平成３１年４月１日から令

和元年６月３０日まで。た

だし、令和元年度の本予算

成立後、遅滞なく発注者に

おいて異議がない旨の意思

表示があったときは、平成

３１年４月１日から令和２

年３月３１日まで 

一般財団法人ＢＯＡＴ

ＲＡＣＥ振興会 

東京都港区三田三丁

目１２番１２号 

平成３１年４月１日から令

和元年６月３０日まで。た

だし、令和元年度の本予算

成立後、遅滞なく発注者に

おいて異議がない旨の意思

表示があったときは、平成

３１年４月１日から令和２

年３月３１日まで 
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北九州市公営競技局公告第３号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号。以下「政令」という。）第４条に規定する特定調達契約に

つき、随意契約の相手方を決定したので、北九州市公営競技局物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める規程（平成３０年北九州市公営競技局管理規程

第１１号 ) 第２条において準用する北九州市物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規則 (平成７年北九州市規則第７８号 ) 第１２条第１項の規定に

より次のとおり公告する。 

  令和元年６月４日 

               北九州市公営競技局長 上 野 孝 司   

１ 特定役務の名称及び数量 

  トーターシステム保守業務 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市公営競技局ボートレース事業課 

  北九州市若松区赤岩町１３番１号 

３ 契約の相手方を決定した日 

  平成３１年４月１日

４ 契約の相手方の名称及び住所

  日本トーター株式会社

  東京都港区港南二丁目１６番１号

５ 契約金額

  月額７７１万１，２００円

６ 契約の相手方を決定した手続

  随意契約

７ 随意契約の理由

  政令第１１条第１項第２号に該当するため
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北九州市公営競技局公告第４号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号。以下「政令」という。）第４条に規定する特定調達契約に

つき、随意契約の相手方を決定したので、北九州市公営競技局物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める規程（平成３０年北九州市公営競技局管理規程

第１１号 ) 第２条において準用する北九州市物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規則 (平成７年北九州市規則第７８号 ) 第１２条第１項の規定に

より次のとおり公告する。 

  令和元年６月４日 

               北九州市公営競技局長 上 野 孝 司   

１ 特定役務の名称及び数量 

  ボートレースチケットショップ北九州メディアドーム運営業務 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市公営競技局ボートレース事業課 

  北九州市若松区赤岩町１３番１号 

３ 契約の相手方を決定した日 

  平成３１年４月１日

４ 契約の相手方の名称及び住所

  日本トーター株式会社

  東京都港区港南二丁目１６番１号

５ 契約金額

  月額１，０１７万４，６８０円

６ 契約の相手方を決定した手続

  随意契約

７ 随意契約の理由

  政令第１１条第１項第２号に該当するため
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北九州市公営競技局公告第５号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号。以下「政令」という。）第４条に規定する特定調達契約に

つき、随意契約の相手方を決定したので、北九州市公営競技局物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める規程（平成３０年北九州市公営競技局管理規程

第１１号 ) 第２条において準用する北九州市物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規則 (平成７年北九州市規則第７８号 ) 第１２条第１項の規定に

より次のとおり公告する。 

  令和元年６月４日 

               北九州市公営競技局長 上 野 孝 司  

１ 特定役務の名称及び数量 

  若松モーターボート競走場外向発売所運営業務 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市公営競技局ボートレース事業課 

  北九州市若松区赤岩町１３番１号 

３ 契約の相手方を決定した日 

  平成３１年４月１日

４ 契約の相手方の名称及び住所

  日本トーター株式会社

  東京都港区港南二丁目１６番１号

５ 契約金額

  月額１，０４４万１，４４０円

６ 契約の相手方を決定した手続

  随意契約

７ 随意契約の理由

  政令第１１条第１項第２号に該当するため
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北九州市公営競技局公告第６号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号。以下「政令」という。）第４条に規定する特定調達契約に

つき、随意契約の相手方を決定したので、北九州市公営競技局物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める規程（平成３０年北九州市公営競技局管理規程

第１１号 ) 第２条において準用する北九州市物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規則 (平成７年北九州市規則第７８号 ) 第１２条第１項の規定に

より次のとおり公告する。 

  令和元年６月４日 

               北九州市公営競技局長 上 野 孝 司  

１ 特定役務の名称及び数量 

  投票端末機器等賃貸借 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市公営競技局ボートレース事業課 

  北九州市若松区赤岩町１３番１号 

３ 契約の相手方を決定した日 

  平成３１年４月１日

４ 契約の相手方の名称及び住所

  日本トーター株式会社

  東京都港区港南二丁目１６番１号

５ 契約金額

  ５億５，６４１万３，６００円

６ 契約の相手方を決定した手続

  随意契約

７ 随意契約の理由

  政令第１１条第１項第２号に該当するため
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